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平 成 ２ ５ 年 度 当 初 予 算 の ポ イ ン ト

Ⅰ 予算規模

１兆７，３１９億７０百万円

（対前年度 ＋１，５５６億円 ＋９．９％）

※ 厳しい財政状況の中、あらゆる方策を講じて財源を捻出しながら、総合計画

に基づき、一日も早い復興・再生の実現に向けた取組を最優先に予算を編成。

Ⅱ 歳 入

１ 県 税

震災復興の進捗に伴う公共事業の増加や活発な個人消費等を受け、法人

２税など一部税目が好調に推移しており、前年度より増加する見込み。

■ 県税全体の規模

１，８０２億１０百万円 対前年度 ＋２００億円 ＋１２．５％

２ 地方交付税等

(1) 地方交付税

１，９８１億１５百万円 対前年度 ▲１８０億円 ▲８．３％

(2) 臨時財政対策債

６３８億１９百万円 対前年度 ＋８億円 ＋１．２％

(3) 実質的な地方交付税((1)＋(2))

２，６１９億３４百万円 対前年度 ▲１７２億円 ▲６．２％

※ 国の地方財政対策では、地方税収が増加すると見込まれることから、

地方交付税については減額となっているが、臨時財政対策債や地方譲

与税の増額により地方の一般財源総額は前年度と同水準となっている。

(4) 震災復興特別交付税

５８３億４８百万円 対前年度 ＋１５６億円 ＋３６．５％

※ 東日本大震災の復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を

措置するため、地方交付税総額と別枠で確保。

■ 地方交付税全体の規模((1)＋(4))

２，５６４億６３百万円 対前年度 ▲２４億円 ▲０．９％

うち 震災・原子力災害対応分 ９，１６８億０７百万円

（対前年度 ＋１，９１３億円 ＋２６．４％）
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３ 国庫支出金

除染関連経費の増加等により増額となる見込み。

■ 国庫支出金全体の規模

４，４１６億０９百万円 対前年度＋１，３０９億円 ＋４２．１％

４ 県 債

※ 全体の規模 １，４４７億６４百万円 対前年度 ＋５４億円 ＋３．９％

(1) 借換債を除いた県債の規模

１，３０６億６８百万円 対前年度 ＋３９億円 ＋３．０％

［県債依存度 ７．５％］

(2) 借換債及び臨時財政対策債（実質的な地方交付税）を除いた県債の規模

６６８億４９百万円 対前年度 ＋３１億円 ＋４．８％

［県債依存度 ３．９％］

＜参考＞ 借換債 25年度 141億円（＋16億円）←24年度 125億円

臨時財政対策債 25年度 638億円（＋ 8億円）←24年度 630億円

(3) 県債残高は増加（臨時財政対策債を除く県債残高は減少）

平成２５年度末見込み １兆３，６８３億円 対前年度 ＋１７４億円

平成２４年度末見込み １兆３，５０９億円

Ⅲ 歳 出

１ 義務的経費 ４，３６４億６２百万円

対前年度 対前年度 ▲６１億円 ▲１．４％

(1) 人 件 費 … 退職手当、共済費の減少などにより

対前年度 ▲４５億円 ▲１．７％

(2) 扶 助 費 … 災害救助費の減少などにより

対前年度 ▲３３億円 ▲５．５％

（間接扶助費を含めると

対前年度 ▲２１億円 ▲１．５％）

(3) 公 債 費 … 元金償還の増加などにより

対前年度 ＋１７億円 ＋１．５％

（公債管理特別会計を含めた実質的な公債費の規模（借換分を除く）は

対前年度 ＋７億円 ＋０．６％）
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２ 投資的経費 ３，６４５億７９百万円

対前年度 ＋７３３億円 ＋２５．２％

(1) 公共事業 … 災害復旧、復興交付金事業の増加などにより

対前年度 ＋２２億円 ＋１．０％

※公共事業に準じる維持補修費を含めると＋１．１％

(2) そ の 他 … ふくしま産業復興企業立地支援事業の増加などにより

対前年度 ＋７１１億円 ＋１０９．９％

３ 一般行政経費 ９，３０９億２９百万円

対前年度 ＋８８４億円 ＋１０．５％

(1) 補 助 費 等 … 市町村除染対策支援事業の減少などにより

対前年度 ▲２０５億円 ▲４．０％

(2) 維持補修費 … 緊急現道対策事業の増加などにより

対前年度 ＋６億円 ＋３．４％

(3) そ の 他 … 除染対策基金積立事業の増加などにより

対前年度 ＋１，０８３億円 ＋３４．６％

Ⅳ 財源不足への対応

１ 財源不足額 １，８２５億円

東日本大震災からの復興及び原子力災害からの再生に係る多様かつ

膨大な事業を実施するためには、１，８２５億円もの財源不足が見込

まれる。

２ 財源確保の状況

(1) 歳入確保 １，５７９億円

① 原子力災害等復興基金の活用（１，４０８億円）※うち寄附金分８億円

② 特定目的基金の活用（５８億円）

③ 県債の更なる活用（１１３億円）
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(2) 歳出抑制 ▲５８億円

① 人件費

職員給与抑制措置などによる（▲１２億円）

② 一般事業費

事務事業の見直しなどによる（▲４６億円）

(3) 繰越金の活用 １５億円

(4) 主要基金の取崩し １７３億円

※ 主要基金の平成２５年度末残高見込み：２５億円

Ⅴ 総合計画における主要事業

１ 人口減少・高齢化対策プロジェクト ５００億円（２２件）

２ 復興計画の重点プロジェクト

(１) 環境回復プロジェクト ２，６００億円（３１件）

(２) 生活再建支援プロジェクト １，８７５億円（５８件）

(３) 県民の心身の健康を守るプロジェクト ２８７億円（３８件）

(４) 未来を担う子ども・若者育成プロジェクト ３４２億円（５９件）

(５) 農林水産業再生プロジェクト ６７４億円（６１件）

(６) 中小企業等復興プロジェクト １，８５２億円（２９件）

(７) 再生可能エネルギー推進プロジェクト １００億円（１２件）

(８) 医療関連産業集積プロジェクト ６５億円（ ４件）

(９) ふくしま・きずなづくりプロジェクト ４２億円（２８件）

(10) ふくしまの観光交流プロジェクト １９億円（１６件）

(11) 津波被災地等復興まちづくりプロジェクト ５８３億円（１６件）

(12) 県土連携軸・交流ネットワーク基盤強化プロジェクト

３１２億円（１５件）

合 計 ９，２５１億円（３８９件）

※再掲事業を含む。


